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５．都道府県、政令指定都市の支援報告及び地域波及効果報告 

 

（１）地域の支援状況 

青森県では、本事業の中核機関である財団法人２１あおもり産業総合支援センターを始めとして、地

域の大学、公設試験研究機関、民間企業等と連携を図りながら、本事業を積極的に支援、推進し、クリ

スタルバレイ構想の早期実現に努めている。（様式６、様式７参照） 

 

① コア研究室機能の整備 
   ア 県立の工業系試験研究機関の再編によるＦＰＤ研究部門の強化 

  平成１５年度から県立の工業系試験研究機関（産業技術開発センター、工業試験場、機械金属技

術研究所）をＦＰＤ、環境エネルギー、生命科学など次世代型産業に対応するよう「工業総合研究

センター」に再編した。 

  この再編により工業総合研究センター八戸地域技術研究所へ「ＦＰＤ研究部（５名体制）」を新

設し、ＦＰＤ研究の経験者を民間から登用し、本事業に参画するなどＦＰＤ研究部門を強化した。 

  ※ 再編の状況 

            【旧体制】               【新体制】 
 
 
 
 
 
 
 

・ＦＰＤ研究体制 ：八戸地域技術研究所にＦＰＤ研究部を新設（研究員5名） 
・ＦＰＤ研究人材 ：経験豊富な所長、副所長、研究員(２名)を新規登用 

 

イ 工業総合研究センター八戸地域技術研究所「未来技術研究棟」の整備 

  液晶ディスプレイの試作及び特性評価などの研究開発をより一層加速していくため、平成１５年

度、工業総合研究センター八戸地域技術研究所に、世界最高レベルのクリーンルームとなる「未来

技術研究棟」を整備し、液晶パネル分野における最高度の研究環境を実現した。 

     ※ 「未来技術研究棟」の概要 
         

■場 所 
            八戸市北インター工業団地１－１４４ 
           （八戸地域技術研究所実験棟に隣接） 

■構 造：Ｓ（鉄骨）造、地上２階建 
■面 積 
・建築面積：約  ７６０㎡ 
・延床面積：約１,２０４㎡ 
■クリーン度  クラス５～７ 
■特  徴 

                 ・温度、湿度、塵埃を制御 
・微振動、分子汚染（有機物汚染等）、 
電気的変動、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ品質等の変動を抑制 

■工 期 
平成１５年１０月６日～平成１６年３月２６日 
■事業費：６０３,０００千円  

 

ウ コア研究室の機能強化 

本事業の開始当初は、八戸工業大学大学院工学研究科内にコア研究室が設置され、事業の推進、

支援管理、研究の統合化に努めてきた。 

しかしながら、長引く景気低迷等の中で早期に地域ＣＯＥ構築を図るためには、県が事業推進の

中心となることが必要であることから、平成１５年４月、工業系試験研究機関の再編により工業総

産業技術開発センター 
（青森市） 

工業試験場 
（弘前市） 

機械金属技術研究所 
（八戸市） 

工業総合研究センター 
（産業技術開発センター） 

弘前地域技術研究所 

八戸地域技術研究所 

材料、環境 
エネルギー

生命科学、 
生活 工芸

物づくり、 
ＦＰＤ



 - 117 -

合研究センター八戸地域技術研究所にＦＰＤ研究部を新設するとともに、年度内に最高度の研究環

境「未来技術研究棟」を整備することにより、県の組織・施設がコア研究室の役割を担うこととし、

平成１５年４月、八戸工業大学から八戸地域技術研究所へコア研究室を移転した。 

また、「未来技術研究棟」の供用により、ＯＣＢモード・フィールドシーケンシャル方式１５イン

チパネルの本格的な試作が可能となることから、試作用に、ＴＦＴ基板、ＢＭ基板等を調達し提供

した。 

     ※ 八戸地域技術研究所内「コア研究室」利用支援状況 

・「コア研究室」居室の利用：無償 

パネル試作室（１室：８０㎡）、パネル特性評価室（１室：８０㎡）、 

研究員執務室（１室：４４㎡）、会議室（１室：１２０㎡） 

・「コア研究室」利用光熱水費：無償 

・「未来技術研究棟」の利用：無償 

    ・試作用ＴＦＴ基板等（調達額約８０,０００千円）：無償 

 

エ 事務局機能の整備 

     本事業の中核機関である財団法人２１あおもり産業総合支援センター本部内に「地域結集型共同

研究推進室」を新設し、平成１５年４月からはコア研究室が入居している工業総合研究センター八

戸地域技術研究所内に事務室を移転した。 

中核機関（地域結集型共同研究推進室）には、県職員３名を派遣し事務局スタッフの強化を図っ

ており、地域負担分として、青森県では、「青森県地域結集型共同研究事業費補助金」を創設し、

派遣職員の人件費一部負担、管理経費等に対し助成している。 

また、中核機関では、地域結集型共同研究の研究成果を本県産業振興に役立てていく観点から、

平成１５年度、「青森県地域結集型共同研究事業における研究員の発明等に関する要綱」を整備し、

研究成果に係る特許権等を取得することとしており、特許出願等に係る費用についても、本補助金

による助成することとしている。 

      ※ 「青森県地域結集型共同研究事業費補助金」の支援内容 

・派遣県職員３名人件費の一部助成 

・日本版バイドール条項に基づき中核機関が実施する特許出願等の費用を助成 

・事務局執務室（１室：４４㎡）の賃借料、光熱水費等の助成 

② 産学官ネットワーク機能の強化 
ア ＦＰＤ関連企業誘致の重点的な取り組み 

 青森県では、クリスタルバレイ構想によるＦＰＤ関連産業の集積を図るため、平成１２年度、全

国に先駆けて「オーダーメード型貸工場」制度（県側が企業の望む設計で工場を建て、リースする）

を創設した。カシオ計算機やセイコーインスツルメンツなど６社の出資で２０００年９月に設立さ

れた㈱エーアイエスがこの制度を利用し、クリスタルバレイ地区への進出企業第１号として、液晶

カラーフィルターの製造工場を建設し、立地している。 

 青森県ではこうしたオーダーメード型貸工場制度のほか、むつ小川原開発地域に進出する企業に

最高で３０億円を助成する補助制度も創設しており、この制度を利用し、平成１７年度、東北デバ

イス㈱が、進出企業第２号として白色ＥＬパネルの製造工場を建設し、立地した。 

 こうした優遇制度に加え、青森県では、平成１３年４月から、企業誘致の窓口となる青森県企業

誘致東京情報センター（現：青森県東京事務所産業立地推進課）に専任職員スタッフを配置し、円

滑な企業立地をサポートすることとし、大阪、名古屋、福岡、札幌にも同様に情報センターを開設
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して、全国ネットで職員が「営業マン」を勤めＦＰＤ関連企業に対する立地サポートを展開してい

る。 

 また、企業立地の際に必要となる各種許認可、人材確保及び金融機関への融資の相談等について

も、本庁及び企業誘致東京情報センターなどがワンストップサービスで対応するとともに、企業誘

致東京情報センターに、「青森県企業誘致特別顧問（ＦＰＤ関連企業関係者）」を配置し、企業サ

イドに立ったサービスを提供していくことにより、ＦＰＤ関連産業集積に向けた企業誘致に重点的

に取り組んでいる。  

イ 「液晶学会」の招致 

「地域結集型共同研究事業」を円滑かつ効果的に推進していくためには、そのバックボーンとし

て、国内外に広がる産学官ネットワークへの参加が必要となることから、青森県では、平成１５年

１０月、液晶に関する総合的かつ国内最大の発表の場である「２００３年日本液晶学会講演会・討

論会」を招致し青森市において開催した。 

      ※ 「２００３年日本液晶学会講演会・討論会」の概要 

・会 期：平成１５年１０月１４日～１７日  

・会 場：青森市文化会館（青森市内） 

・内 容   

液晶に関して、①物理・物性研究、②化学・材料研究、③ディスプレイ研究、 

④フォトニクス・光デバイス研究、⑤生体関連・リオトロピック液晶研究の５つの柱を

中心とし、講演会・討論会を開催 

・参加者数：１,４００名 

・「日本液晶学会」への支援：開催経費に対し４，０００千円を助成 

 ウ 「ＦＰＤ関連シンポジウム」等の開催 

クリスタルバレイ構想の推進、液晶関連企業の立地促進を図っていくためには、構想や「地域

結集型共同研究事業」の取組み状況等を国内外に向けて積極的に情報発信を行い、産学官ネット

ワークの輪を広げていく必要があることから、青森県では、財団法人２１あおもり産業総合支援

センターと連携し、シンポジウムや事業成果報告会の開催、ＦＰＤ製造技術展への出展等により

最新情報の紹介を行った。 

      ※ 開催状況 

・平成１３年１２月４日       「あおもりFPDシンポジウム in 青森」開催（青森市） 

講師：東北大学大学院教授 内田龍男    

参集：200名 

・平成１４年１月１５日       「あおもりFPDシンポジウム in 東京」開催 （東京都） 

講師：東北大学大学院教授 内田龍男 

参集：200名 

・平成１４年１１月６日       「あおもりITセミナー」開催（青森市） 

講師：東北大学未来科学技術共同研ｾﾝﾀｰ  大見忠弘教授 

㈱ｱﾙﾊﾞｯｸｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾﾝﾀｰ  武黒洋一郎顧問 

参集：150名 

・平成１５年２月１４日      「あおもりFPDシンポジウム in あおもり」開催（八戸市） 

講師：(株)日立ディスプレイ経営企画本部 田嶋善造 

     (有)産業ﾀｲﾑｽﾞ社半導体産業新聞編集長 泉谷渉        

参集：150名 

・平成１４年７月３日～５日     「第12回FPD製造技術展」で構想の最新情報を紹介 

（東京ビッグサイト） 
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・平成１５年７月２日～４日      「第13回FPD製造技術展」で構想の最新情報を紹介 

（東京ビッグサイト） 

・平成１６年２月７日        「青森県地域結集型共同研究事業中間成果報告会」で研究成

果（OCB-FS方式6 ｲﾝﾁ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ等）を紹介（八戸市） 

・平成１６年３月２３日        「あおもりクリスタルバレイ2004」で研究成果（OCB-FS方式

6 ｲﾝﾁ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ等）を紹介（東京都） 

・平成１６年１０月２０日～２２日  「FPD International 2004」で構想、研究成果の最 

新情報を紹介（パシフィコ横浜） 

・平成１６年１２月８日～１０日  「IDW’04」で構想、研究成果（OCB-FS方式6 ｲﾝﾁ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟ

ﾚｲ等）を紹介（新潟コンベンションセンター） 

・平成１７年２月１４日       「青森県地域結集型共同研究事業平成16年度研究成果報告会」

で研究成果（液晶粘性係数測定ｼｽﾃﾑ等）を紹介（八戸市） 

・平成１７年６月１６日       「青森県クリスタルバレイ構想実現化推進シンポジウム」 

開催（青森市） 

講師：(株)ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ代表取締役社長  坂本幸雄          

参集：300名 

・平成１６年１０月２０日～２２日  「FPD International 2005」で構想、研究成果（液晶粘性係

数測定ｼｽﾃﾑ等）を紹介（パシフィコ横浜） 

・平成１６年１２月８日～１０日  「IDW/AD’05」で構想、研究成果（OCB-FS方式15 ｲﾝﾁ液晶ﾃﾞ

ｨｽﾌﾟﾚｲ、液晶粘性係数測定ｼｽﾃﾑ等）を紹介（かがわ国際会議

場） 

・平成１８年２月１６日       「青森県地域結集型共同研究事業平成17年度研究成果報告会」

で研究成果（OCB-FS方式15 ｲﾝﾁ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ、液晶粘性係数

測定ｼｽﾃﾑ、OCB ﾓｰﾄﾞ液晶波長可変光学ﾌｨﾙﾀｰ等）を紹介（八戸

市） 

・平成１８年９月１９日       「青森県地域結集型共同研究事業平成18年度事業終了報告会」

で研究成果（OCB-FS方式15 ｲﾝﾁ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ、液晶粘性LCOS

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、OCB ﾓｰﾄﾞ液晶波長可変ﾌｨﾙﾀ等）を紹介（八戸市） 

・平成１８年１０月１８日～２０日  「FPD International 2006」で構想、研究成果の最新情報を

紹介 

③ ＦＰＤ関連企業が行う研究、事業等への支援 
青森県では、ＦＰＤ関連企業等が行う研究、事業等の資金需要に対する支援制度を設け、ＦＰＤ関

連の技術開発や関連企業の立地を推進している。 

ア 「青森県ＦＰＤ関連研究開発推進費補助金」 

  本補助金は、ＦＰＤの製造装置や製造施設を使った研究に関心を持っている地元企業が、ＦＰＤ

関連研究開発機能の強化・人材育成を目的に、①専任で大学や試験研究機関等とＦＰＤ関連の共同

研究を行う場合、②自社の社員を専任で大学や試験研究機関等に派遣する場合に要する経費に対し

株式会社八戸インテリジェントプラザが行う助成について、青森県が補助するものであり、同社を

通じ、平成１５年度～平成１７年度の間、ＦＰＤ関連企業１０社に対して総額１９，４２３千円の

補助を行っている。                                                      

      ※ 制度概要 

・補助対象者   ㈱八戸インテリジェントプラザ 

・間接補助事業者 ＦＰＤ関連事業者（県内に事務所、事業所等を有する企業） 

・補助対象経費  共同研究費・研究資材費・研究旅費に係る経費の一部  

・補助率     １／２ 
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・補助限度額   ５００万円×補助率１／２＝２５０万円（１件当たり） 

・事業期間    平成１５年度～平成１７年度 

イ 「クリスタルバレイ関連産業振興事業」 

  本事業は、財団法人２１あおもり産業総合支援センターが、特定ベンチャーキャピタル（特定Ｖ

Ｃ）が行ったクリスタルバレイ関連企業（液晶関連その他のＦＰＤ関連企業）の社債引き受けの一

部に対する債務保証や、社債引き受けを行う特定ＶＣに対し特定金融機関が行った社債引き受けに

係る債務保証の一部について債務保証(再保証)を行う制度であり、その原資となる基金２．７億円

にうち、青森県では１．５億円を出捐した（六ヶ所村が１．２億円を出捐）。 

平成１８年度、東北デバイス株式会社が本事業を利用し、発行社債３億円のうち２．４億円分に

ついて、財団法人２１あおもり産業総合支援センターが債務保証を行っている。                            

      ※ 制度概要 

・債務保証引受  (財)２１あおもり産業総合支援センター 

・債務保証の対象 クリスタルバレイ関連企業が発行する社債で特定ＶＣの社債引受額（特

定ＶＣが引き受ける社債について特的金融機関が債務保証する保証債務） 

・保証割合    構想地域（六ヶ所村）への立地：社債引受額（保証債務）の８０％以内、

その他県内への立地：社債引受額（保証債務）の７０％以内  

・保証期間    １０年以内 

・雇用要件    新たに常時雇用する従業員が２人以上であること 

・連帯保証    投資先の代表取締役 

・事業期間    平成１６年度～ 

ウ 「熟成シーズ活用産学官共同研究事業」 

  本事業は、企業、大学等で開発された研究シーズの中から、特に今後、本県の先導的な産業の創

出に大きく貢献すると見込まれるものについて、実用化・事業化に資する他、将来性と実現性の高

い研究テーマに育成して国等の行う提案公募型の大型研究支援事業における対外的競争力の向上を

図ることにより、本県における新たな産業の創出に寄与すること目的としたものであり、本県の先

導的な産業の創出に大きく貢献すると見込まれる企業等の研究課題について、青森県が当該企業等

に委託し実施するものである。 

平成１６年度、財団法人２１あおもり産業総合支援センターが、「液晶粘性係数測定装置の開発」

の研究課題で採択され、１０，４００千円の委託を受けて実用化研究を実施した。 

      ※ 制度概要 

・委託対象者   「県内に事業所を有する企業等で、大学等の技術シーズを活用し、事業

化に向けた新技術・新製品の開発等を行おうとする者」又は「県内の大学

等及び研究を行う財団法人等に属する研究者で、事業化に向けた新技術・

新製品等の開発等を行おうとする者」 

・委託費     研究課題１件当たり１年度につき１０，０００千円程度 

・研究期間    ２ヶ年程度 

・事業期間    平成１６年度～平成１７年度 

⑤ ＦＰＤ関連技術者の育成 
青森県では、県立職業訓練期間を始めとして県内学術・教育機関との連携により、ＦＰＤ関連企業

の立地の大きな課題の一つであるＦＰＤ関連技術者の育成に取り組んでいる。 

ア 県立八戸工科学院におけるカリキュラムの改組 

  八戸工科学院では、カリキュラムを見直し、平成１６年度から、「制御システム工学科」におい
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て液晶パネル製造に関連する訓練科目を設け、技能・技術者を養成している。 

イ 八戸工業高等専門学校における「コース制」の導入 

   八戸工業高等専門学校では、平成１７年度から、旧来の「電気工学科」から「電気情報工学科」

へ名称変更し、「電気電子工学コース」、「情報工学コース」のコース制を新たに設け先端技術に十分

な基礎的能力を備えた技術者を養成している。 
ウ 「ＣＡＤ／ＣＡＭエキスパート」の育成 

  株式会社八戸インテリジェントプラザでは、平成１８年度、経済産業省の「高等専門学校等を活

用した中小企業人材育成事業」の採択を受け、今年度、ＣＡＤ／ＣＡＭシステムのカリキュラムに

より、八戸工業高等専門学校において実践講座を開設し、八戸地域の中小企業の若手技術者１０名

を「ＣＡＤ／ＣＡＭエキスパート」へ育成することとしている。 

エ 「ＦＰＤ関連次世代技術者」の養成 

  八戸工業大学では、平成１８年度、文部科学省の科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の

形成」プログラムの採択を受け、平成１８年度～平成２２年度の間で、ＦＰＤ関連技術に関する高

度な専門知識を有し、技術を融合・統合できる新たなタイプの実践的な研究開発型技術者「ＦＰＤ

関連次世代技術者」を、３年目で１０名、５年目で２０名を目標に養成していくこととしている。 

 

 （２）都道府県、政令指定都市の科学技術政策からみた事業実績の評価 

   ① 青森県の科学技術政策  

     青森県では、下記のとおり、「科学技術政策」を県産業の振興の観点から展開していくこととし

ている。 

ア 「青森県産業科学技術振興指針」  

青森県では、平成９年２月に策定した新青森県長期総合プランに基づき、２１世紀の青森県産業

の未来と青森県らしい豊かな生活に貢献する科学技術の振興を図るための基本的な推進方策とし

て「青森県産業科学技術振興指針」を平成１０年１２月に策定した。 

この指針は、『知恵の輪・技の輪・人の輪づくり』という基本理念（キャッチフレーズ）のも

とに、青森県の産業科学技術振興が目指す方向を「青森県産業の未来への貢献」及び「県民のよ

り豊かな生活への貢献」であるとし、これを実現するために必要となる重点研究分野を設定した。 

その一つとして、「新たな産業の芽」をのばしていくため、「先端技術」の分野における“オ

ンリーワン”技術の開発を積極的に進め広く全国や世界へ情報発信する」こととしている。 

      こうした産業科学技術の振興を図る上での主要施策としては、「産業コーディネート機能の強

化」、「ネットワーク型研究体制の構築」、「研究開発拠点の形成」、「創造的な研究者・技術

者の育成・確保」、「創意・工夫を結集する環境の整備」を位置付けている。 

    イ 「クリスタルバレイ構想」 

   青森県の科学技術政策は、上記アのとおり、本県産業の未来への貢献を意図した「産業科学技

術」の振興を意図したものであり、これを具現化する２１世紀型の産業政策として、平成１３年

１月、「クリスタルバレイ構想」が策定された。 

本構想では、我が国のリーディング産業であるＦＰＤ関連産業の先端技術を新産業の核とし、

むつ小川原工業開発地区にＦＰＤ関連産業の集積地を形成していくこととしている。 

ウ 「生活創造推進プラン」 

新青森県長期総合プランに続く新たな基本計画として、青森県では、平成１６年１２月、暮ら

しやすさのトップランナー～生活創造社会～を目指し、「生活創造推進プラン」を策定した。 

本プランでは、暮らしやすさを支える基盤の一つに、「産業・雇用」を掲げ、「いきいきと働
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ける豊かな社会」を実現していくための重点推進プロジェクトとして、「あおもり型産業創造育

成プロジェクト」を推進していくこととしている。 

その具体的な戦略の一つとして、ＦＰＤ関連産業を始めとした「先端技術を活用した産業の育

成」が位置付けられている。 

   ② 事業実績の評価 

地域結集型共同研究事業は、上記①のとおり、青森県産業の未来に貢献する科学技術政策の先行

モデルとして位置付けられる。 

本事業は、平成１８年１１月２５日をもって終了となるが、開発されたＯＣＢ－ＦＳ方式液晶デ

ィスプレイ、液晶粘性係数測定システム、ＯＣＢ液晶可変工学フィルター、選択メッキ技術等のＦ

ＰＤ関連先端技術は、我が国のみならず世界においても、「産業の芽」といえるものであり、ＦＰ

Ｄ関連産業集積地の形成に向けたインセンティブとなるとともに、産業用に向けた様々な技術開発

により県内企業の新事業創出・新事業展開が大きく期待できる。 

また、本事業を通じ、ＦＰＤ関連先端技術や市場動向などの識見・経験を有する産学官の強固な

ネットワークが構築されており、事業終了後についても、成果の産業化、派生新技術の開発等にお

いて引き続き有効な活用が可能である。 

以上のとおり、地域結集型共同研究事業は、科学技術政策の先行モデルとして、十分な実績を挙

げており、その成果は、地域ＣＯＥの構築を通じ、県産業の未来を担っていくものと評価される。 

 

（３）本事業が地域に与えた効果及び都道府県、政令指定都市の施策への反映状況 

① 新たな産業振興施策の推進 

    ア 「環境・エネルギー産業創造特区」の推進 

      青森県では、国の構造改革特区制度を活用し、資源リサイクルやエネルギー関連の規制緩和を

導入し、環境・エネルギー分野における幅広い先進的な実証事業等を通じて新事業、新産業の創

出を図る「環境・エネルギー産業創造特区（対象エリア：むつ小川原地域（１６市町村）及び八

戸市、国認定：平成１５年５月２３日）」を推進するため、特区内への環境リサイクル・エネル

ギー関連産業の立地促進支援（最大５ 

億円）、特区内で規制緩和を活用する 

プロジェクトへの支援、特区内でのベ 

ンチャー創出支援等を実施することと 

している。 

この取り組みは、むつ小川原工業開 

発を推進していくための新たな産業モ 

デルであり、電力自由化を先取りし、 

エネルギーの最適利用の実現による事 

業環境の向上を通じてＦＰＤ関連産業 

を始めとする産業拠点形成を支えていくこととしている。 

 

 

イ 「あおもりエコタウンプラン」の推進 

        青森県では、資源循環型産業の振興を図るため、「あおもりエコタウンプラン（平成１４年１

２月経済産業省及び環境省承認）」に基づき、中核を担う八戸地域の有するリサイクル技術や産 

 

【【特区の対象エリア特区の対象エリア】】 むつ小川原地域(13市町村)および八戸市

環境・エネルギー先進モデルエリア環境・エネルギー先進モデルエリア

むつむつ小川原工業基地小川原工業基地むつむつ小川原工業基地小川原工業基地 国内国内有数の風力発電施設有数の風力発電施設国内国内有数の風力発電施設有数の風力発電施設

日本一の菜の花畑日本一の菜の花畑日本一の菜の花畑日本一の菜の花畑 豊富なバイオマス資源豊富なバイオマス資源豊富なバイオマス資源豊富なバイオマス資源

環境・エネルギー産業創造特区
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業ポテンシャルを有機的に連携・発展させ、最終処分場 

のいらないゼロエミッションシステム 

の構築を目指していくこととしている。 

        また、全国的なリサイクルの拠点と 

して、平成１５年４月２３日、八戸港 

は、国からリサイクルポートの指定を 

受け、今後、八戸港の利用促進を図り 

ながら全国にも例のないゼロエミッシ 

ョンシステムを核とし一大資源循環型

産業拠点の形成を図ることとしている

が、この中で、ＦＰＤ関連産業分野の

リサイクルを推進し、クリスタルバレ

イ構想の具体化を加速していくこととしている。 

    ウ 「あおもりウェルネスランド構想」の推進 

      青森県が目指す「いきいきと働ける豊かな社会」の実現に向け、「あおもり型産業創造育成プ

ロジェクト」の一つとして、平成１８年３月、「あおもりウェルネスランド構想」が策定されて

いる。 

本構想は、津軽地域を中心に、「医療・健康福祉関連産業の創出・育成」に向けての基本的な

考え方をまとめたものであり、新しい産業づくりのため、「医療システム等開発プロジェクト」、

「暮らしに優しいものづくりプロジェクト」、「健康食品開発プロジェクト」、「健康増進サー

ビスビジネス育成プロジェクト」の４つの戦略に取り組んでいくこととしている。 

特に、「医療システム等開発プロジェクト」では、「ユビキタス・メディカル・ネットワーク

プロジェクト（仮称）」と「医療機器などの研究開発の促進」を展開することとし、キーテクノ

ロジーとして、ネットワークを支えるデバイスや内視鏡部材などをターゲットとしており、ＯＣ

Ｂ－ＦＳ方式液晶ディスプレイなど、地域結集型共同研究事業の成果を活用し構想の具体化を推

進していくこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あおもりエコタウン～完全リサイクルによる廃棄物ゼロモデル～

廃自動車
鉄製品（棒鋼等）

電気炉

シュレッダー設備

その他廃プラ

廃家電

市町村焼却灰

ホタテ貝殻

ＡＳＲ再資源化施設

焼却灰・ホタテ貝殻

リサイクル施設

金属類

海洋資材

建設資材

脱塩設備

金属類

＜東北東京鐵鋼㈱＞

＜大平洋金属㈱＞

＜㈱ＭＴＲ＞

地域における
再生材料の
利活用

リサイクルポートの
活用

・漁礁

・土木資材

・建築資材

再生資源 廃棄物ゼロモデル

廃プラ類炭化発電
設備（炭化炉）

ＡＳＲ
固化還元剤

非鉄金属

ｶｰﾎﾞﾝ

ガス 発電

・人工砂利

溶融飛灰
（脱塩処理事業）

＜大平洋金属㈱＞
（溶融処理事業）

電気炉

粗酸化亜鉛

＜八戸製錬㈱＞

ISP炉

共
同
事
業

スラグ

スラグ

カーボン(還元剤）

溶融飛灰

スラグ 路盤材溶融飛灰

＜八戸セメント㈱＞

焼却灰利用

セメント原料

回収フロン破壊

公共利用の検討

廃タイヤ

＜三菱製紙㈱＞

高効率リサイクル
発電

スラグ

粗鉛・亜鉛・カドミ製品

リサイクル企業の誘致・振興

自動車・家電。廃漁船など

医療システム等開発プロジェクト医療システム等開発プロジェクト

（ａ）ユビキタス・メディカルケア・ネットワーク形成
に向けた研究開発の促進
〈最新かつ最良の医療情報に基づいた最適な治療が受けられるシス
テム形成に向けた研究開発〉

（ｃ）ネットワークを支えるデバイスの研究開発
の促進
〈ネットワークを介してより適切な治療などが速やかに受けられるこ
とを可能にするデバイスの研究開発〉

（１）ユビキタス・メディカルケア・ネットワークプロジェクト（仮称）の推進

（２）医療機器などの研究開発の促進（２）医療機器などの研究開発の促進

最先端液晶ディスプレイ技術を活用したデバイスなど

院内感染予防対策機器

ﾈｯﾄﾜｰｸ

診療所診療所

LAN

LAN

拠点病院拠点病院

在宅医療在宅医療

遠隔診断・遠隔手術など

安定交流電源

ガン自動診断装置

内視鏡用部材 など

光ファイバーネットワークや最先端液晶ディスプレイ、無線ＩＣタグなど新時
代の技術を活用し、包括的で質の高い医療システムの研究開発を促進するとと

もに、現在進められている医療機器などの諸研究の促進を図ります。

（ｂ）ネットワークを支える電子カルテシステムの
研究開発の促進
〈待ち時間の少ないシステム、患者・薬剤取り違えなどのミスを未然
に防ぐシステムの研究開発〉

診療支援外 来

患者サービス 安全管理等
薬剤支援

入院

電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑ

看護支援

拠点病院拠点病院
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② 産学官連携関係の確立と県内研究水準・事業運営能力の向上 

  本事業では、県内の大学、企業、公設試験研究機関等の研究員が参画したほか、東北大学を始め世

界でトップ水準の研究者との交流により共同研究が展開された。 

県立試験研究機関として、八戸地域技術研究所が参画したが、財団法人２１あおもり産業総合支援

センターが出願した特許３２件の特許のうち、３件にＦＰＤ研究部研究員が共同発明者として加わる

とともに、「未来技術研究棟」の利用・運営を通じて、液晶ディスプレイの組み立てやクリーンルー

ムの維持等を経験するなど、ＦＰＤ関連技術・ノウハウが十分習得・蓄積されており、研究水準の大

幅な向上が実現している。 

また、財団法人２１あおもり産業総合支援センターにおいても、同様に、雇用研究員がＦＰＤ関連

技術・ノウハウを習得・蓄積するとともに、センター自体が、大型の研究事業の新たな運営能力を培

っている。 

さらには、八戸工業大学、弘前大学等の県内の大学、青森県工業総合研究センター、県内企業、そ

して、東北大学や県外企業との間で、地域ＣＯＥの構築を支える強固なネットワークが構築されおり、

本県では、県産業の未来を担う大きな力が蓄えられたと言える。 

（４）今後の展開 

① 「地域ＣＯＥ」構築と「クリスタルバレイ構想」推進の考え方 

青森県では、当初、クリスタルバレイ構想において研究機能の中核となる（仮称）ＦＰＤ先端技術

研究所を整備し、「地域ＣＯＥ」の機能を担うこととしていたが、依然として厳しい経済情勢が長引

き、現時点では、整備のための相応の投資は極めて困難な状況にある。 

幸いにして、地域結集型共同研究事業の展開により 

ア （仮称）ＦＰＤ先端技術研究所の機能の一つに値する施設として八戸地域技術研究所に「未来

技術研究棟」を整備したこと 

イ 八戸地域技術ＦＰＤ研究部研究員及び財団法人２１あおもり産業総合支援センター雇用研究員

に、ＦＰＤ関連技術の知見・ノウハウが十分蓄積されたこと 

ウ 財団法人２１あおもり産業総合支援センターが、地域結集型共同研究事業の成果の実用化研究

を展開する組織として、「液晶先端技術研究センター」を平成１８年１２月１２日に設立したこ

と 

などから、当面、「液晶先端技術研究センター」をフェーズⅢにおける「地域ＣＯＥ」と位置付け、

県と同センターとの連携により、地域結集型共同研究事業の成果の事業化を推進しながら、ＦＰＤ関

連先端技術、ノウハウ等の蓄積を進め、クリスタルバレイ構想の中核となるような研究機能を備えさ

せるとともに、ＦＰＤ関連技術者の育成、ＦＰＤ関連企業の戦略的誘致、地域結集型共同研究事業で

構築した産学官連携体制等、それぞれの取組みをネットワーク化し、クリスタルバレイ構想が目指す

むつ小川原工業開発地区におけるＦＰＤ関連産業の集積地形成を実現していくこととする。 
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② 実用化研究の推進 

   ア 「液晶先端技術センター」への県職員の派遣 

本センターの人員として、ＦＰＤ研究部研究員の派遣、県事務職員の派遣等や、「未来技術研究

棟」等の研究環境を提供することにより、本センターとともに、今年度採択を受けた「地域新生コ

ンソーシアム研究開発事業」(経済産業省)及び「地域研究開発資源活用促進プログラム」（科学技

術振興機構）による実用化研究に一体となって取り組む。 

   イ 「液晶先端技術研究センター」運営に対する支援 

本センターにおける県派遣職員の人件費、雇用研究員人件費のうち、国公募提案型研究事業の対

象外となる経費等については、県の「ＦＰＤ関連技術実用化推進事業」により助成する。 

③ ＦＰＤ関連技術者の育成 

     八戸工業大学、八戸工業高等専門学校、八戸工科学院において、引き続き、ＦＰＤ関連技術者を計

画的に育成し、むつ小川原工業開発地区に立地するＦＰＤ関連企業や、ＦＰＤ関連の新事業創出に取

り組む県内企業などに供給する。 

④ ＦＰＤ関連企業等の戦略的誘致 

青森県東京事務所産業立地推進課スタッフ、青森県企業誘致特別顧問等によるワンストップサービ

スや、立地支援の優遇制度などにより、戦略的な誘致活動を展開し、むつ小川原工業開発地区へのＦ

ＰＤ関連企業、ＦＰＤ関連研究所の立地を推進する。 

⑤ 産学官連携ネットワークの活用 

「地域結集型共同研究事業」で構築された東北大学、弘前大学、八戸工業大学、八戸工業高等専門

学校等とのネットワークを活用し、「液晶先端技術研究センター」における実用化研究の展開や次世

代先端技術の習得等において新た知見・ノウハウの蓄積を図る。 

「地域ＣＯＥ」（ネットワーク型）の構築「地域ＣＯＥ」（ネットワーク型）の構築

((財財)21)21あおもり産業総合支援センターあおもり産業総合支援センター

青森県青森県

八戸地域八戸地域
技術研究所技術研究所

東北大・弘大・東北大・弘大・

八工大等学術機関八工大等学術機関

県内企業等県内企業等

液晶先端技術研究センター液晶先端技術研究センター

国公募提案型実用化研究

実用化研究実用化研究

技術・ノウハウ・技術・ノウハウ・

知財の蓄積知財の蓄積

県職員派遣・
運営費助成

研究員派遣・
施設提供

共同研究・
アドバイス

研究参加・
研究員派遣

雇用研究員配置

ＦＰＤ関連技術の情報発信

「ＦＰＤ関連産業」集積地の形成「ＦＰＤ関連産業」集積地の形成

「ＦＰＤ関連技術者」の養成「ＦＰＤ関連技術者」の養成 「産学官連携体制」の確立「産学官連携体制」の確立

戦略的企業誘致戦略的企業誘致

ＦＰＤ関連新事業の創出ＦＰＤ関連新事業の創出

サポートネットワークサポートネットワーク
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また、県内の産学官連携体制を活用し、県内企業におけるＦＰＤ関連先端技術を活用した新事業創

出・新事業展開を促進する。 

⑥ 国競争的資金の獲得 

  「液晶先端技術研究センター」が、今年度から地域結集型共同研究事業の成果の実用化研究として

取り組む「地域新生コンソーシアム研究開発事業」（経済産業省）及び「地域研究開発資源活用促進

プログラム」（科学技術振興機構）に加え、財団法人２１あおもり産業総合支援センターを始めとし

た関係機関との連携により、新たな国競争的資金を獲得し、さらなる実用化研究や新たな先端技術研

究への発展を推進する。 


